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Work sharing の導入にあたり考慮すべき諸問題 
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１．はじめに 
 
 このたび 2009 年 3 月 14 日から 3 月 20 日まで、専修大学社会科学研究所の春季合宿研究に参
加し、1 週間にわたり韓国の政府機関や大学、企業を訪問する機会をえることが出来た。訪問
した先で多種・多岐にわたる事柄について知識を得ることが出来たので、大変貴重な合宿研究
であった。 
 我々の合宿研究は、3 月 16 日午前の Seoul の Korea Labor Institute からスタートした。同所に
おいて、労使関係高位指導者課程主任教授 金 勲 氏より「韓国労使関係の現状」に関して
報告があり、金氏より現時点での韓国の労使関係について、詳細な報告と説明を受ける事が出
来た。次に同日午後、Seoul 郊外の檀国大学の新キャンパスを訪問した。檀国大学では、同大学
と専修大学との合同研究会が開催され、檀国大学からは KIM Tag Gi 教授の「韓国の労使関係」、
SHIM Ji Hong 教授の「IMF 以降韓国経済のパラダイム」、LIM Sang Hyuk 教授の「IMF 以後の韓
国企業の人事システムの特徴」、専修大学からは高橋祐吉教授の「現代日本における「労働の世
界」、宮嵜晃臣教授の「逆噴射するグローバル資本主義と日本経済」、水川侑教授の「日本ビー
ル産業の現状」について、6 名の教授から presentation が行われ、活発な意見交換がなされた。
韓国側の報告者からは、IMF 以後の韓国の経済状態や、韓国企業の人事システムと労使関係の
特徴について詳しい説明があり、韓国経済と企業の現在の状況と問題点について多くの新しい
知識を得ることが出来た。 
 3 月 17 日早朝 Seoul を発って、第二の訪問地光州へ陸路移動した。光州では全南大学校・法
科大学を訪問して、同大学校行政学科 呉 在一教授、同大学の PARK、Jong-chol 助教授、
BYUNG- Ro Min 助教授から 5・18 光州事件について詳細な説明を受けた後、活発な質問と討議
が行われた。その後、国立 5・18 墓地を参拝した。また光州市の崔行政副市長とも意見交換の
機会が持てた。 
 3 月 18 日光州市を発って蔚山市に移動し、同市の現代自動車の工場見学と説明を受けた後。
同日午後、最終目的地の釜山市に移動した。 
 3 月 19 日午前、同市の楊亭社（金型製造）を訪問し、専務理事 朴 熙永氏と海外営業部社
員 安 忠明氏から、同社の業務や韓国の金型産業の現状に関して詳細な説明を受けたが、我
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国から技術移転した金型産業が、韓国や中国で活発な企業活動をしている現状について知る事
が出来た。また、今日韓国の金型企業が抱える問題点についても説明を受けた。その後活発な
質疑応答が行われ、有意義な時間を過ごすことが出来た。同日午後は（財）釜山人的資源開発
院の研究員 KIM KYUNG WON 氏から、「釜山の産業現状と人的資源開発」について、専修大学
商学部講師 姜 徳洙氏の通訳で詳しい説明を受けたが、釜山市が大学卒業者や多くの若者に、
さらに高度の教育を行うなど再教育の機会を積極的に提供している現状を知り、わが国でも現
実問題として、この問題に真剣に取り組む必要があることを実感した。 
 この度の合宿調査では、韓国の経済、労働問題など多くの事柄に関し多岐・広範にわたる事
柄を各訪問先で習得する事が出来たので、それらに関して論述したい事項が多々あるが、しか
し小論では檀国大学を訪問した折の合同研究会で、Un-suk Song 教授が意見交換の際に提示さ
れた“ワークシェアリング”に関係した事項について論述をすることにした。 
 
２．ワークシェアリングを論述するについて 
 
この度の韓国合宿調査では、上述したごとく韓国において、政府機関や大学それに企業を訪
問して、韓国経済や労働問題など多方面にわたる topics について知識を得る事が出来た。そこ
で習得した事柄に関して論述したいと希望しているが、紙幅の都合があり不可能である。そこ
で檀国大学を訪問した折、同大学と専修大学との合同研究会が開催され、報告終了後、各テー
マに関して参加者全員での質疑応答が行われたが、その折檀国大学の Un-suk Song 教授から、
今日、韓国の労働市場は全体的にかなり厳しく、失業者の数が急増している。また非正規雇用
従業員などの問題など深刻な状況にある。そして全国的に大学の学生が卒業生しても、就職が
極めて困難であるなどの指摘がなされ、日本でこれらの問題、特に失業者の増加にどのような
対応をしているのかとの質問がなされた。日本側の参加者から日本でも失業者が急増しており、
それに対して株々な対策が講じられているが、その一つの方法としてワークシェアリングの考
えがあるとの意見が出された。しかし時間の関係があって、残念ながらこの問題に関して深く
討議されることがなく終ってしまった。筆者は全体的な討議が終了した後、歓迎 reception の場
で Un-suk Song 教授と Work sharing に関して相互に意見交換をした。その際、わが国の Work 
sharing の現状と、筆者が考えるこの制度を導入するに当っての問題点に関して、私見を述べさ
せてもらった。しかし、時間が限られていて十分な意見交換が出来なかった。そこで筆者は帰
国後に、報告を兼ねてワークシェアリングの問題点について論文を執筆するので、再度このこ
とに関して相互に意見交換をしたいと Un-suk Song 教授と約束をした。 
 小論はその約束を果すために、筆者が考える我国や韓国において、Work sharing を導入する
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際に、慎重に考慮すべきと考えている点に関して、我が国でワークシェアリングを導入するの
に必要と考えられる条件と、韓国で Work sharing を導入する際にも考慮する際に、これらのこ
とが参考になるのではないかと考え執筆したものである。このたびは Work sharing に関して詳
しく論述する事が出来ないので、Work sharing とは何か、日本でのその扱いに関して簡単に述
べ、韓国で今後 Work sharing 制度を導入する際に、慎重に考慮すべきと考える点について、わ
が国での問題点を簡単に紹介しながら、韓国も我が国の抱える様々な問題点に注目し、今後ど
のような対策を講じておくべきかに関して、私見を述べたものである。 
 
a.日本のワークシェアリングについて 
まずはじめに、我国にワークシェアリングの考え方が導入される事になった契機と、その背
景の要因となった事柄に関して簡単に述べる事にしたい。日本のワークシェアリングに関して
は様々な文献や、論文・資料で紹介されているので、詳しくはそれらを参照してもらう事にし
て、小論では詳しく述べないが、わが国では Work sharing に関して政府、企業経営者、労働者
によって欧米で取り上げられたように積極的な動きや行動、それに詳しく議論されることが無
かったようである。日本では 1990 年代後半、バブル経済が破綻して、その後長期にわたる経済
停滞が見られた。そしてワークシェアリングは 2000 年から 2002 年の春闘において焦点となっ
たが、それは企業の生産が低迷したため、労働時間を短縮して賃金を削減して、総人件費を抑
え、雇用を維持するというもので、正規従業員として働く労働者が自分たちの職務を維持して
いくために、企業に協力するという色彩が強いものであった。Work sharing に注目して文献や
論文、調査報告などが公にされたが、政府や経営者も、労働組合も積極的にこの問題に取り組
む姿勢は低調であった。その理由として日本特有の背景があったと考えられる。 
わが国でワークシェアリングが今日、再び話題として取り上げられているのは、アメリカの
住宅バブル崩壊後の世界的不況により、企業が生産縮小を余儀なくされた結果、非正規雇用社
員や part‐time 従業員の積極的な解雇。さらには中高年労働者の解雇などが表面化しそれが大
きな社会問題となり、その解決策の一方法として Work sharing という考え方が、再び一部で取
り上げられるようになってきた事が、その契機となっていると思える。 
この背景の要因となった主なものを以下に述べてみると。①近年は変化しているが、我国企
業では長年にわたって終身雇用、年功序列制度を中心とした雇用が成り立ってきた。そして年
功序列賃金のもと職位や賃金格差が、当然の事として受け入れられてきた。また大多数の国民
は日本の経済発展、それは企業の発展、そしてそれは自分の幸福へと繋がると信じてきた。こ
れは日本人の「内と外」の意識とも相まって、正規社員外の人の事は関係ないという考え方に
なる。この事からワークシェアリングの考えや動きが真剣に取扱われてこなかった。②我国で
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は今日でも男性世帯主が家計の中心で、女性は家庭で家事という無償の労働に従事するのが当
然との考えが普遍的に存在している。このような考えの下では Work sharing という概念は生ま
れにくかった。③我国企業では年功序列から成果主義へとの考えが強くなり、個人に対する労
働強化の考えが普遍化して、企業内の職務や職位を減少させており、Work sharing の考えに逆
行していた。④企業は厳しい国際競争に勝ち抜くため生産コストを極度に切り詰め、生産設備
を急速に海外に移転しているが、このことは中高年者の解雇と、2004 年以降小泉政権下で製造
業現場、いわゆる生産現場への非正規・契約社員の導入が解禁された事により、多くの若者、
特にパラサイト化して正規社員とならなかった若者の大半を、就職難に追い込んで行った。こ
の非正規雇用の問題は民間企業ばかりでなく、公務員の雇用でも同じで、その結果として今日
深刻な非正規雇用の就業問題を日本は抱えている。多数の非正規雇用者が日本の労働市場の中
核をなしている現状では、Work sharing の考えや動きは生まれ難い。⑤今日、アメリカの不動
産バブルに端を発した世界的不況は、輸出に依存する経済構造を持ったわが国の製造業を中心
とする大多数の企業に大きな打撃を与えた。その結果殆どの企業は非正規雇用従業員の契約を
打ち切り、現今、正規従業員の残業ばかりでなく就業時間も削減している。その結果多数の仕
事を失った非正規雇用従業員や中高年従業員が、労働市場に溢れているのが日本の今日的状態
である。有効求人倍率が過去にないほど低く、考えられないほど多くの人々が働きたくても仕
事がない状況下に追い込まれている。現在このような状況にある我国で、仕事を分け合う Work 
sharing の考えが一部で出されているが、上に述べた状況では、当然の事ながらこの制度を積極
的に推進していく、エネルギーが存在していなかったのが現実である。 
 これが概略的な、我国における Work sharing の実態である。しかし、わが国にワークシェア
リング制度を導入することは絶対に不可能であるとはいえない。それにはこの制度を導入する
前提として、我国では政府・行政。企業・経営者。国民が真剣に考え受け入れていかなくては
ならない、いくつかのポイントがあると考えられる。その事について以下に取り上げ論述した
い。その前にワークシェアリングとは何か簡単に述べてみたい。 
 
３．ワークシェアリングの概念と定義 
 
 それでは記述が前後したが、ワークシェアリングとは何かに関して簡単に述べることにする。
ワークシェアリングについては周知の通り、いろいろな文献や論文、書籍が公にされているが、
それらの定義の中から、代表的な例を紹介して概念を明らかにすることにしたい。 
 まず最初に、日本労働研究機構では「欧州のワークシェアリング」－フランス、ドイツ、オ
ランダ－の中で、Ⅱワークシェアリングの考え方と欧州での経緯 1. ワークシェアリングの考
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え方で、ワークシェアリング（Work sharing）は「仕事の分かち合い」と訳されるが、正確な定
義は定着していないとした上で、労働省が 1990 年にまとめた国際機関の定義も以下のようにな
っているとしている。①欧州委員会「就業を希望するすべての者に対する雇用機会を増加させ
るために、経済における総雇用量を再分配すること」（ワークシェアリングに関する欧州委員会
提案。1978 年）、②OECD「就業者と失業者の間でより公正に仕事を分かち合うこと」（労働力
供給、成長制約及びワークシェアリング、1982 年）、③ILO「一時的であると考えられる人員過
剰問題に直面した場合に、人員削減を回避するために…（中略）…労働時間を短縮することに
よって現存する人員に仕事を分担させること」（先進国における雇用調整と労働者の保護、1982
年）注 1）と述べている。 
また、さらに同書では、当時の日本での考えとして、近年のわが国における主な見解を以下
のように紹介している。①経営者側の見解・日経連「ワークシェアリングとは、一般に就労時
間を減らし、その分、賃金を下げて雇用を維持する手法である」（「労働問題研究委員会報告」
2000 年 1 月）。関西経営者協会「雇用、賃金、労働時間を統合した雇用維持（創出）のための
新しい方策」（関西経営者協会[2000]）。②労働者側の見解・連合「雇用と賃金と労働時間の適
正配分により、中長期的に良質な雇用を創出していくことを意味するもの」（2002 年春季生活
闘争方針より、Weekly れんごう No,468.2001 年 11 月）。③政府見解・厚生労働省「ワークシェ
アリングとは、雇用機会、労働時間、賃金の 3 つの要素の組み合わせを変化させることを通じ
て、一定の雇用量を、より多くの労働者の間で分かち合うこと」（厚生労働省｢2001｣）と紹介し
ている。 
 このほかの著作、文献、研究論文などの定義や見解でも、この定義や見解と同じか類似してい
る。その一例として根本教授は簡略して「ワークシェアリングは就業を希望する者に対する雇用
機会を増加させるために労働時間短縮等を推進し、労働の再分配をすること」としている。注 2） 
 それでは Work sharing について、その先進国である欧州の例を紹介しながら、この制度とは
何かについて簡単に述べることにする。 
 
４．オランダのワークシェアリングについて 
 
ワークシェアリングの考え方は欧州が先進国であり、オランダ、フランス、ドイツ、イギリ
スなど多くの国々で積極的に導入して実績を上げている。注 3）そのワークシェアリングにはいく
つかの種類があるので、ごく簡単にふれる事にする。①週当たり労働時間の短縮による雇用の
維持・創出。これは原則として全労働者の週当たり所定労働時間を短縮し、減少した時間分を
雇用創出に割り当てる考え方。②ジョブシェアリング。一人分の仕事を２人で分け、分割した
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労働時間に応じて賃金なども分割する方法。③早期退職措置としてのパートタイム化。引退年
齢が近い高齢者の労働時間を減らし、その文の労働時間を失業者に割り当てる方法。④自発的
パートタイマー化。フルタイム労働者の労働時間を削減してパートタイム労働者とする一方、
失業者を追加雇用する措置。⑤連続有給休暇時の代替要員。主に有給の休暇所得者に代わって、
その休暇期間中に失業者を雇用する制度。⑥キャリア・ブレーク時の代替要員。原則として無
給の長期休暇を取る者の代わりに、失業者を雇用する措置などがある。注 4） 
小論ではワークシェアリングについて、オランダを例にとって簡単に述べることにする。 
 Work sharing は、オランダのほかに欧州の多くの国で様々な方式で導入されているが、その
中でもオランダは、パートタイム労働を中心とする Work sharing により失業率を急減させ、経
済の安定成長を続け、国際競争力など様々な国際比較調査において常に、世界のトップ 10 の中
にランキングされ、世界の脚光を浴びていると言われているからである。 
この経済パフォーマンスを達成しているオランダは、1970－80 年代の世界的経済不況による
マイナス成長とインフレの拡大により、82 年 7 月 11,6％、83 年 12％などの失業率が急増し、
いわゆるオランダ病といわれた。このオランダ病の要因は 1959 年天然ガス田発見によりガスが
輸出の半分を占めたが、この天然ガス輸出収入依存などの過度の鉱物資源依存経済で、製造業
の発展停滞をもたらし国際競争力が低下した。その一方失業保険など社会保障費増大などで財
政赤字が拡大した。また 70 年代後半から 80 年代前半のマイナス経済成長、財政の大幅赤字に
加え、労働組合による著しい賃金の上昇要求、国民が恵まれた社会保障制度に依存した生活態
度をとり、これに加えて移民が労働力を供給過剰にして失業率の増大をもたらしたなどの、マ
イナス面が多かったからと言われている。 
このように大きなマイナス要因を抱えたオランダが、どのようにして経済の安定成長を続け
国際競争力を強め、1983 年 12％で最悪状態といわれた 2 桁に及ぶ失業率を、2001 年には 2,3％
で世界最低の失業率急減させる事ができたのか。この失業率の大幅低下すなわち雇用の創出が
できたのか。それにはオランダの政労使が国難といえる多方面にわたる諸問題の解決のために、
構造改革に一体となって取り組んだ結果であるといわれている。 
ここではそれらに関して詳細に述べる事はできないが、その代表例の一つが“オランダモデ
ル”といわれる政労使が協議し、強調して改革を進めてきたこと。次が大胆かつスピーデイな
改革でなく、小さな改革を積み重ね着実に一歩一歩進める“ステップバイステップの改革であ
る”第三には総合的統一的戦略を持った改革というよりも、政労使が 20 年間にわたって試行錯
誤し、その時点時点の状況に対応した改革である。注 5）特に最大の難点といわれた失業率を低下
させるために賃上げを抑制したことである。82 年のワッセナー合意直後、賃金の物価スライド
制を廃止、賃上げよりも雇用安定を優先した。賃上げ抑制は労働分配率を下げ企業の収益回復
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や投資意欲の向上させたことである。また同時にオランダでは算定賃金は 23 歳を基準に設定さ
れ、年齢が下がるにしたがって行っている率で減額されるシステムにしている。また最低賃金
を社会保障の最低給付額とリンクさせている。注 6） 
このことに加えて、雇用の増加をサービス産業により生み出して失業率を低下させた事であ
る。すなわち雇用創出の多くはパートタイム労働の増加、すなわち一人当たりの労働時間の減
少であるが、それにワークシェアリングが大きく貢献したといえる。ちなみにオランダの Work 
sharing は、ジョブシェアリングというパートタイム労働を中心とするものであり、雇用労働に
おけるパートタイム労働の比率は、2005 年現在、女性では 60.9％、男性は 15.3％である。 
いま少しその Work sharing に言及すると、失業率改善のためにまずパートタイム労働やフレ
キシブル労働の促進が図られた。パート移行企業への奨励金支給、中央協定による所定外労働
の制限、長期失業者を雇用した事業主に社会保障負担の軽減措置も行われた。女性を中心とす
るパートタイム労働が徐々に拡大する中で、雇用に関する男女差別の禁止を定めた均等待遇法
改正も進められた。80 年代フルタイムの労働時間削減による、Work sharing の推進を労働組合
も重点とした。90 年代パートタイム労働の拡充が政労使で本格化していった。 
またオランダでのワークシェアリングの推進で大事なことは、オランダ国民の家庭中心主義
文化と、ゆとりを大事にするという意識があることである。その一つがセミダブルインカムと
いわれているが、所得の増加だけを求めないで夫婦 2 人で働いて 2 倍でなく、1.5 倍の稼ぎで
満足する事により仕事を分け合うのである。そして育児、介護、家事を夫婦が共有してそれら
に等しく関りあう事である。日常生活の負担を共有し、ゆとりのある生活をエンジョイすると
いう姿勢を持っていることである。すなわちパートタイム労働中心の Work sharing をするので
ある。特に重要なことはパートタイム時間当たりの賃金は正社員と同額、社会保険や育児介護
休暇も同一、ホワイトカラーの部長課長管理職もパートタイマー。4 ヵ月前の申込みで正規、
パートへと変更可能。個人の生活事情に合わせて変更可能など、正規雇用者とパートタイム労
働の賃金が同等である事と、一定の条件はあるが正規とパートの仕事を個人が選択可能な事で
ある。これらを国民の大半が受け入れている現実がある。これらの考え方や価値観を共有して
いるから、Work sharing の考え方が成り立っているともいえる。すなわち Work sharing とは多
様な働き方の代名詞と、国民が考えていることがワークシェアリングを成功させた要因である
といえる。注 7） 
 簡単ではあるが、オランダの Work sharing を欧州の代表的な例として取り上げ述べてきた。
Work sharing の目的として、竹信三恵子氏は以下のようにまとめている。欧州でのワークシェ
アリングは、①雇用の創出・失業の解決、②女性の働きやすさを狙った無償労働の男女共同分
担、③短時間労働による生産性の向上、の三つの目的から構成されていると言えると。このこ
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とはまさにオランダのワークシェアリングが実現していることであるといえる。注 8） 
以上、小論ではわが国のワークシェアリングの現状、ワークシェアリングの定義と、オラン
ダのケースをその一例として述べてきた。また日本の Work sharing の現状として、その導入に
は様々な障害が存在していることを述べた。しかし、わが国にワークシェアリング制度を導入
することが絶対に不可能であるとは言えない。ワークシェアリング制度を導入する前提として、
わが国では政府・行政。企業・経営者。国民が真剣に考え受け入れていかなくてはならない、
いくつかのポイントがあると考えられる点に関して、以下で取り上げ論述することにしたい。 
ワークシェアリングを社会に受け入れ、さらに定着させるには様々な条件が必要とされる。
筆者は我国でこの制度を導入していくために、政府、企業と我々国民が最低限認識し、努力し
なくてはならないことがあると考えるので、以下にそのことに関して政府・行政、企業、我々
国民に分類して述べることにしたい。 
 
５．わが国がワークシェアリングを導入するために必要なこと 
 
 それでは、政府・行政機関、企業・経営者、それに国民は何をなすべきか述べたい。 
ⅰ）政府、行政機関は何をすべきか。 
① 政府・行政機関は、国民が最低限の健全にして、健康な生活を営んでいけるための生活保
障を裏付する社会保障制度の確立をする必要がある。現在、わが国ではその基盤が弱いと
考える。国民が健康な生活を営んでいけることを保障するための社会保障制度には様々な
ものがある。憲法でも保障している最低限の生活を維持していくために、国民年金制度。
健康保険制度。失業保険制度など種々の生活・社会保障制度があるが、今日どれをとって
も福祉切捨ての考えが優先され、国民が納得と満足を持つ制度となっていない。国家が全
てを国民が満足できるレベルまで補償すべきとは言わないが、現行制度を国民の立場に立
って見直す必要性がある。国民が最低でも保障される上記の諸制度が、国民生活を保障し
てない状態では、Work sharing を導入し仕事と所得の再分配を実現しようと考えても、所
詮は画餅である。Work sharing の導入には、まずこの事が真剣に考えるべきと筆者は考え
る。わが国でこの制度の導入が進まないのは、根本に問題があるからである。 
② 国民が定年退職した後、老後を不安なく生活を送れる年金制度の確立が必要である。現在
のわが国の年金制度に対しては、多くの国民が不満と不安を強く抱いているのは明白であ
る。このような不満と不安は国民に働ける期間、自らの力で蓄財して、不安な老後に備え
るという自衛手段を取らせる事になる。事実、日本ではこの傾向が大変強い。自己救済の
考えと行動が強いと、人々は他人の事より自己の所得が少しでも多くなるよう考え行動す
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る。この考えに立つと、Work sharing によって、他の人と自分の仕事を分け合い、助け合
う考え方は決して生まれてこない。すなわち、国民は自分の所得とそのための仕事の維持
に固執するので、Work sharing の導入は画餅となってしまう。この傾向を避けるためにも
国家は真剣に取り組まなくてはならないと筆者は考える。 
③ 病気や事故により社会的弱者となった時の生活を保障する福祉・救済基金や制度の確立を
する必要がある。国民が不慮の事故や病気で生活をしていける所得を失った場合や、健全
な生活を維持していく所得が不足した場合の対策としての基金・制度を社会にインプット
しておくものであるが、この基金・制度は本来税金が原資として考えられるのが一般的で
ある。しかし、国民の所得意識を変えさせる事と連動して実現させるものである。これは
健全な所得が得られない人の所得を一定期間補填するものである。この基金は所得の高い
人に対し、この基金・制度を必要とする生活困窮者のため、自発的な寄付を依頼し、それ
を所得税から控除するのである。この基金・制度では、寄付をした人が自主的に社会的弱
者を救済する事になるので、寄付の目的が活かされ、彼らの知的満足や社会連帯性の強化
に役立つと考えられる。この考え方は単に税金として控除され、上記の目的以外に使用さ
れるという不満を、解消するのにも役立つと考えられる。 
④ 上に述べた事柄と関連するが、不況など急速な経済状態の変化が生じたとき、国民が生活
を安定して継続できるように、救済基金制度を維持・確立しておく必要がある。現今の状
態を見ると、不況により企業が契約社員の契約を打切ったり、中高年者の勧奨退職を推し
進めた結果、仕事を失って再就職できない人や、失業者が急速に増加の一途を辿っている
が、それを自己責任として、それに対する救済策は殆ど実施されていないといえる。失業
者が急増し路上生活者も未曾有な数に達している。これらのことに対して救済基金が活用
されているとは聞いたことがない。資本主義社会なら、今日のような世界的不況は起こる
べくして起きてくる。今日のような状況になった時に備えて救済基金制度が存在しないな
ら、多くの国民は自分の現在の仕事と所得を確保しておくことに固執して、Work sharing
によって仕事や所得を分け合うという考えを持つはずがない。 
⑤ 産業界と協力して、新しい産業を育成・発展させて、国が将来的に安定して維持できるよ
うに努力をする事。それと同時に国民が職業選択を出来るように企業や産業界、教育機関
と連携して職業教育訓練を恒常的・安定的に行える制度を確立しておく必要がある。この
度の深刻な世界不況に直面しても、わが国では現存する産業の市場や生産対策をどうする
かとの対策に追われ、産業振興や雇用の拡大を可能にして苦境を克服する姿勢が見られな
い。確かに新規産業の開拓には、基礎研究から市場の開発までに膨大な資金と努力が必要
である。だが我国は世界各国が未来の産業として注目し、舵を切り始めた環境ビジネスの
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先端技術や know-how を持ちながら、それを積極的に活用していないと見受けられる。新
しい産業の興隆は新しい市場と、そこに働く人々の雇用を多数創出できると思える。過去
の産業と言われる現産業に固執して、小さなパイを奪い合う経済活動では結果は見えてい
る。新しい産業への転換と挑戦で産業界の活動が活発化するように、産業界と協力して導
いていくのが国家の勤めであると考える。世界的に競争が激化する産業で小さなパイを奪
い合うのでは、仕事を増加させるにも限界がある。このような状態の所では、Work sharing
の考えは生まれてこないと思う。 
⑥ 自国だけでなく諸外国とも連携して、産業や雇用を安定的に維持していける国際協調の方
策を考慮する必要がある。とかく世界各国は自国の産業や雇用の維持だけに固執する傾向
が強いが、産業や市場の発展には諸外国との連携によって発展していく必要があり、この
ことは産業にとり必要十分条件である。自国の産業の発展と雇用を維持すれば事足りると
する狭い考えでは、その国の産業発展や雇用の維持は困難である。諸外国との Work sharing
を真剣に考えていく時代になっていることを、国家も企業も考えなくてはならない時代が
来ている。諸外国とのワークシェアリングをした時に、世界的不況を克服できる状態にな
ると考えられる。 
⑦ 今日、わが国の雇用の考え方は、一家の生計を維持していく世帯主に生活と生計保障を集
中的に支給していく所得保障制度を一般的に採用している。すなわち一般に男性を世帯主
として、男性を中心的に生活を維持していく制度を国も企業も採用している。その結果、
主に世帯主でない主婦や学生には、世帯主に適応されている所得保障制度が適用されず、
世帯主を補足するための雇用や賃金が適用されており、生活の核となる世帯主と、それ以
外の主婦や学生に対する扱いが異なり、後者に不利な制度となっている。その制度を改正
して、人間が誰でも能力に応じ同じ条件の下で働くことが出来る雇用と賃金制度を、法律
によって維持する方策が採られなくてはならない。 
⑧ 小泉内閣の時代に、生産現場にまで契約社員の採用と活用を認める法律が採用され、それ
以降特に身分が不安定な契約社員や非正規社員が急増する結果となった。今日それが大き
な社会問題化しているが、政府は一方的に不利益を蒙る人が無くなるよう、法律で規制す
る必要がある。 
ⅱ）企業や産業界は何をすべきか。 
① 各企業は適正・客観的な職務分析を行い、企業が必要とする能力を持った従業員を、適正
数で雇用することである。企業は環境変化により必要とされる職務が変化するので、常に
職務分析を適宜行うこと。 
② 企業にとって必要な能力を所有した適正な人材を雇用する努力と同時に、企業が必要とす
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る能力を所有する人材を、教育訓練して育成する努力をすること。そして働く者が自己実
現のために、職場を選択できる範囲を拡大してやること。このことで働くものが経済活動
によって変化する産業分野に移動して働くことが容易となる。 
③ 現在の職場において、従業員が Job enlarging（能力拡大）しやすい方策を講じておくこと。
能力拡大できた従業員が新しい職務や職位で働く機会が持てるように常に努力する事。 
④ 企業は安定した職場を安定的に維持できるように、平素より市場開発や技術開発に積極的
に努力して、企業発展に努力をしておくこと。 
⑤ 企業の中核となる「内部社員」と、必要な際に臨時的に雇用する契約社員や part timer の
ような「外部社員」を区別して雇用しないこと。 
企業はコスト削減を中心に考えて、従業員や労働者の就業時間を削減する態度で雇用を考える
が、コスト削減の前に仕事を分け合って、中高年者や主婦、非正規社員として働く若者と、現
在中核となって働く、いわゆる正規雇用の従業員が平等に働ける環境を創造する必要がある。
これには世帯主の所得を中心に確保・保障するという、今日的なゆがんだ所得政策を撤廃する
事である。 
ⅲ）われわれ国民はどのような意識の改革が必要か。 
アメリカの不動産バブルに起因するアメリカを震源とする不況は、燎原の火のように瞬く間
に世界経済に影響を与え、今日、世界は 100 年来の経済不況に見舞われている。わが国の経済
もまさに不況の真っ只中にあり、殆どの企業は大きな打撃を受けている。特に小泉内閣時代
（2004 年以降）契約社員の生産現場への導入が解禁され、その非正規社員といわれる契約社員
や、環境適応が難しい中高年令者を中心に急速な契約解除や、早期退職制度の採用により多数
の人々が解雇され、当然のことながら多数の労働者が職を失った。そのような環境の中で、1990
年代のバブル経済時代に一時話題となった Work sharing の考え方が、近年再度話題となってい
る。しかし、先述したように、我国で以前この考えが大きく取り上げられ話題となったが、現
実にはこの制度は定着していない。この制度をわが国で現実に導入するには、我々はそれを取
り込むための準備が必要とされていると考える。 
① Work sharing を導入するために、われわれはいくつかの前提条件を受け入れる必要がある
が、まず第一に考えるべきことは、近年わが国では所得格差が拡大している事実があり、
それが拡大し続けている。この所得格差によって富める者は益々富み、所得が少ない層の
国民は益々貧しくなっている。このような傾向の中で、国民が自分と家族の物質的豊かさ
をより強く求める傾向が顕著になったと言われている。物質的豊かさでは我々の満足は決
して満たされない事を我々は認識して、物質的豊かさではなく精神的な豊かさにより満た
されて行く生活態度と考えを持つべきと考える。すなわち所得の額だけを追い求めるだけ
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の姿勢を転換すべきと考える。物質的豊かさだけに拘泥し、所得の増加だけを追い求める
なら、我々は少しでも多く働いて所得の獲得を求めることになるので、Work sharing の考
えは生まれない。Work sharing はまさに所得の平等化を目指す考えに基づいているので、
上に述べた考えとは相容れない。Work sharing を導入するために、まず国民が単に所得、
すなわち物質に力によって満足を得ようとする考えを変える必要がある。 
② わが国の雇用体系の特質として、それに関係する大きな事柄がある。それは世界でもまれ
な企業内組合の存在がある。労働者にとり組合は自分達の生活を守り、保障する大事な存
在である。しかし企業内組合はその企業に所属する組合員だけの生活保障を求めるもので
あって、組合の外の人々の所得や生活条件に関して保証するものではない。そのため組合
員以外の外者に対しては、一切関知しないという閉鎖性を強く持っている。すなわち外部
の人達は自分達とは無関係であるという意識が強く、現実にそのことが全てのことに反映
されている。このような内外意識を持ち、自分達だけが良ければそれで良しとする考えの
下では、Work sharing の考えは根付かないと考える。自分中心の考え方を反省する必要が
ある。 
③ 他人の痛みを忘れた社会－近年、自分さえ良ければそれで良いとする考え方が蔓延してい
る。生活保護を受けている人の支給される金額が、非正規雇用などで働く人達が企業の都
合で賃金が下がると、それに合せて生活保護費を下げるよう要求する社会で、他人の痛み
を理解できない自分勝手な人間が増加してきている。このような考えを持った人には、
Work sharing をする気持ちは生まれない。 
④ 我々個々人は自分に対して積極的に自己投資をする必要がある。自己投資によって自分の
知識や能力開発をすれば、職業選択の幅を拡大するために役立つのである。 
以上述べてきた事を日本では政府、企業、国民が真剣に考え、Work sharing 導入について真剣
に考える必要があると筆者は考える。 
 
6．結び 
 
 小論は日本と韓国において、ワークシェアリングを導入するに関して政府・行政機関、企業、
とわれわれ国民が慎重に考慮しなくてはならない事柄を、論述することを目的とした、しかし、
ワークシェアリングの問題論ずるには、小論で取り上げたこと以外に、その概念や現状に関し
て論述しなくてはならない側面が多くあるが、紙幅の関係で今回それらを十分に論ずることが
出来なかった。しかし、わが国や韓国において、国民が等しく豊かな生活をしていくために、
どのような働く環境にすべきか、そのためには政府・行政。企業。国民一人ひとりが何をして
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いかなくてはならないのかを真剣に考えながら、将来、われわれは Work sharing に関して、ど
のように取り組んで行くべきかを、真剣に取り上げて行かなくてはならない重要な課題である。
筆者は小論を執筆するに当たり、ワークシェアリングの問題に関して、様々な事柄を理解する
ことが出来た。これを契機にこの問題に関して改めて研究をしていきたいと考えた。今後世界
各国で人々が安定した雇用を確保しながら、安心して生活をして行くことができる必要十分条
件として、ワークシェアリングを積極的に導入していかなくてはならないと考えられる。その
時に最も大切なことは、政府や行政、企業が積極的に努力していかなくてはならないことは、
今更論ずる必要はないが、ワークシェアリング導入を成功させるのに最も重要な事柄は、我々
一人ひとりが自分の幸せは他の人の幸せと相対的に存在していることを理解することである。
今一度理論や理想だけでは、ワークシェアリングは、画餅でしかないことを真に理解するべき
であると筆者は考える。ワークシェアリングの導入するにあたっては、単なる仕事の分担だけ
ではなく、夫婦 2 人で働いて 2 倍でなく、1.5 倍の稼ぎで満足することにより仕事を分け合う
考え方と、育児、介護、家事を夫婦が共有する、いわゆる日常生活の負担を共有して、ゆとり
ある生活ができることが基本的に必要であると筆者は考える。日本も韓国も遠からず社会福祉
を、国民全体で支えていかなくてはならない時代が、確実にきているからである。その意味で
オランダのワークシェアリングの考え方が、役に立つと考える。最後に、韓国を訪問した際に
多くの方々に大変お世話になった。衷心より感謝したい。また、この小論を執筆する契機とな
った、檀国大学の Un-suk Song 教授に衷心より感謝の意を表したい。 
 
注 1） 調査研究報告書 2002、No,149「欧州のワークシェアリング」－フランス、ドイツ、オラ
ンダ－日本労働研究機構。2002 年。 
注 2） 根本孝著「ワークシェアリング」ビジネス社。2002 年。 
注 3） その他にイタリア、スイス、ベルギー、ギリシャ、フインランド、スペイン、ルクセン
ブルグ、スエーデン、etc。 
注 4） ibid、調査研究報告書 2002、No,149「欧州のワークシェアリング」日本労働研究機構。
2002 年。 
注 5） 例えば、中央計画局が最新の経済分析と予測をして堅実な経済政策を行った。労組は賃
金の著しい上昇を要求しないと合意した。また経営者は労働時間短縮に同意、週 40 時間
のパートタイム労働を受け入れ、雇用確保に努める。政府は減税に勤め財政赤字の削減
を実現し、賃金交渉に介入しないなど、政労使が一体となって努力をした。 
注 6） 95 年長期失業者の職業訓練受講の義務化。傷害保険受給資格の再審査を厳格化した。社
会保障の充実は「失業の罠」といわれている Absentism を拡大するので、社会保障を効
－ 42 － 
率化するには労働のインセンティーブの増大策もきわめて重要。社会保障の効率化は歳
出の削減と財政再建となる。オランダ＝失業保険、傷害保険、傷病手当の給付水準の切
り下げ、給付期間の短縮、給付条件の厳格化が行われた。第三のオランダ病。90 年代社
会保障改革＝ウエルフェアからワークフェアへ転換若年失業者には職業訓練を拡充エン
プロイアビリティ－を高め雇用機会の拡大を目指した。高齢者は早期退職から継続雇用、
再就職と労働参加率を高め、社会への再統合により活力ある高齢社会への転換を目標と
した。95 年長期失業者の職業訓練受講の義務化。傷害保険受給資格の再審査を厳格化し
た。 
注 7） オランダがワークシェアリングを成功させた要因については、根本「ワークシェアリン
グ」ビジネス社を参照。 
注 8） 竹信三恵子著 「ワークシェアリングの実像」岩波書店。2002 年。ｐ.205. 
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